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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第101期
第２四半期
連結累計期間

第102期
第２四半期
連結累計期間

第101期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上高 （百万円） 14,610 15,546 32,951

経常利益 （百万円） 361 399 1,467

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 227 250 1,037

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 452 975 1,508

純資産額 （百万円） 18,239 20,005 19,163

総資産額 （百万円） 32,710 35,501 34,111

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 68.86 75.59 313.52

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 55.8 56.4 56.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,276 1,866 4,223

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,172 △916 △2,979

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 274 △334 △691

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 2,690 3,483 2,856

 

回次
第101期
第２四半期
連結会計期間

第102期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2017年７月１日
至　2017年９月30日

自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 41.83 15.53

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　第１四半期連結会計期間および第１四半期連結累計期間より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変

更しております。なお、比較を容易にするため、第101期第２四半期連結累計期間および第101期につきまし

ても百万円単位で表示しております。

５　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年（平成30年）２月16日）等を

第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間および前連結会計年度に係る

主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。

　なお、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復が継続いたしましたが、国内各地で相次いで発

生した自然災害による影響や通商問題による海外経済の下振れリスク等も懸念される状況で推移いたしました。

　当社グループの事業環境につきましては、国内の石油製品需要が長期的に減少すると見込まれているほか、乗務

員不足の問題や燃料費および人件費等の経費の増加もあり、依然として厳しい状況におかれております。

　このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画の達成を目指して、輸送シェアの維持・拡大を通じた収

益力の強化、ＬＮＧ（液化天然ガス）輸送、水素輸送、化成品における海外輸送等の成長分野の推進等に取り組ん

でおります。

　また、より安定的な輸送体制の確立に向けて、乗務員の確保や車両の拡充にも引き続き注力しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間においては、売上高は15,546百万円（前年同期比6.4％増）となりました

が、燃料費や人件費等の経費の増加により、営業利益は218百万円（同7.0％減）となりました。一方で、営業外収

益が増加したことにより、経常利益は399百万円（同10.5％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は250百万円

（同9.8％増）となりました。

　セグメント別の概況は、次のとおりであります。

 

（石油輸送事業）

　石油輸送事業につきましては、石油元売会社の合併や経営統合の動きのなかで、積極的に輸送数量の拡大に努め

たことに加え、主要顧客の運賃改定により、売上高および営業利益は増加いたしました。

　この結果、当事業における売上高は7,415百万円（前年同期比11.6％増）、営業利益は260百万円（同1,399.7％

増）となりました。

 

（高圧ガス輸送事業）

　高圧ガス輸送事業につきましては、ＬＮＧ輸送における新規輸送の拡大により、売上高は増加し3,909百万円

（前年同期比6.0％増）となりました。

　一方で、利益面においては燃料費や人件費等の経費の増加により、62百万円の営業損失（前年同期は86百万円の

営業利益）となりました。

 

（化成品・コンテナ輸送事業）

　化成品輸送事業につきましては、積極的な営業活動の展開により、国内輸送が伸長したことに加え、海外輸送に

おいても販路拡大に努めた結果、売上高は増加いたしました。

　コンテナ輸送事業につきましては、西日本で発生した７月豪雨を始め、地震や台風の自然災害によって、貨物列

車の運休が多発したため、売上高は減少いたしました。

　この結果、当事業における売上高は4,114百万円（前年同期比1.4％減）となりました。また、利益面においては

投資に伴う経費の増加および自然災害による売上高の減少により、30百万円の営業損失（前年同期は83百万円の営

業利益）となりました。

 

（その他事業）

　太陽光発電事業につきましては、売上高はほぼ前年並となりましたが、経費の減少により、営業利益は増加いた

しました。

　この結果、当事業における売上高は106百万円（前年同期比1.0％減）、営業利益は50百万円（同7.7%増）となり

ました。
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(2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は35,501百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,389百万円増加いたし

ました。

　流動資産は7,242百万円となり、前連結会計年度末に比べ146百万円減少いたしました。これは季節変動により受

取手形及び売掛金が減少したことによるものであります。固定資産は28,259百万円となり、前連結会計年度末に比

べ1,536百万円増加いたしました。これは主にリース資産の増加および投資有価証券の時価変動による増加による

ものであります。

　負債は15,495百万円となり、前連結会計年度末に比べ547百万円増加いたしました。これは季節変動により支払

手形及び買掛金が減少したものの、リース債務が増加したことによるものであります。純資産は20,005百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ842百万円増加いたしました。これは親会社株主に帰属する四半期純利益の計上によ

る利益剰余金の増加と、その他有価証券評価差額金の増加によるものであります。この結果、自己資本比率は前連

結会計年度末と比べ0.2％上昇し、56.4％となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ627百万円増加（前年同期378百万円増加）し3,483百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は、1,866百万円（前年同期1,276百万円増加）となりました。これは主として税金

等調整前四半期純利益393百万円、減価償却費1,661百万円の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により支出した資金は、916百万円（前年同期1,172百万円減少）となりました。これは主として有形固

定資産売却による収入があったものの、タンクローリー、コンテナの取得により933百万円を支出したことによる

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により支出した資金は、334百万円（前年同期274百万円増加）となりました。これは主としてセール・

アンド・リースバックの収入646百万円があったものの、ファイナンス・リース債務820百万円を返済し、配当金

132百万円の支出があったことによるものであります。

 

(4）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,000,000

計 6,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年11月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,322,935 同左
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株であり

ます。

計 3,322,935 同左 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2018年７月１日～

2018年９月30日
－ 3,322,935 － 1,661 － 290
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（５）【大株主の状況】

  2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ＪＸＴＧホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町１－１－２ 964,493 29.13

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口４）
東京都中央区晴海１－８－11 128,900 3.89

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２－11ー３ 98,600 2.98

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 81,900 2.47

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 78,899 2.38

日本車輌製造株式会社 愛知県名古屋市熱田区三本松町１－１ 66,943 2.02

DFA INTL SMALL CAP VALUE

PORTFOLIO

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

PALISADES WEST 6300,BEE CAVE ROAD

BUILDING ONE AUSTIN TX 78746 US

（東京都新宿区新宿６－27－30）

52,021 1.57

日本石油輸送グループ従業員持株会 東京都品川区大崎１－11－１ 45,700 1.38

小野寺　毅 東京都港区 43,900 1.33

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿１－26－１ 43,800 1.32

計 － 1,605,156 48.48
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　12,100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式    3,294,700 32,947 －

単元未満株式 普通株式       16,135 － －

発行済株式総数 　　　　　　 3,322,935 － －

総株主の議決権 － 32,947 －

（注）１　証券保管振替機構名義の株式410株は「完全議決権株式（その他）」に400株（議決権４個）および「単元未

満株式」に10株含めて記載しております。

２　「単元未満株式」には当社保有の自己株式７株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2018年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本石油輸送株式会社

東京都品川区大崎

１－11－１
12,100 － 12,100 0.36

計 － 12,100 － 12,100 0.36

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
（１）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年（平

成19年）内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

（２）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しており

ましたが、第１四半期連結会計期間および第１四半期連結累計期間より百万円単位で記載することに変更いた

しました。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018

年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,856 3,483

受取手形及び売掛金 3,922 3,117

その他 609 640

流動資産合計 7,388 7,242

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 3,846 3,667

コンテナ（純額） 3,052 2,875

土地 5,486 5,513

リース資産（純額） 5,917 6,432

その他（純額） 2,012 2,289

有形固定資産合計 20,316 20,779

無形固定資産   

ソフトウエア 60 51

その他 2 22

無形固定資産合計 62 74

投資その他の資産   

投資有価証券 5,201 6,289

その他 1,142 1,116

投資その他の資産合計 6,343 7,405

固定資産合計 26,723 28,259

資産合計 34,111 35,501

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,033 1,647

短期借入金 ※ 433 ※ 406

未払法人税等 332 196

賞与引当金 707 636

役員賞与引当金 84 50

その他 3,097 3,632

流動負債合計 6,690 6,569

固定負債   

リース債務 4,433 4,777

修繕引当金 244 274

退職給付に係る負債 2,566 2,588

その他 1,013 1,286

固定負債合計 8,258 8,926

負債合計 14,948 15,495

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,661 1,661

資本剰余金 290 290

利益剰余金 15,845 15,963

自己株式 △35 △35

株主資本合計 17,762 17,879

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,497 2,206

繰延ヘッジ損益 △3 2

退職給付に係る調整累計額 △93 △82

その他の包括利益累計額合計 1,400 2,125

純資産合計 19,163 20,005

負債純資産合計 34,111 35,501
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

売上高 14,610 15,546

売上原価 13,453 14,337

売上総利益 1,156 1,208

販売費及び一般管理費 ※１ 921 ※１ 990

営業利益 234 218

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 48 61

固定資産賃貸料 120 133

固定資産売却益 ※２ 46 ※２ 22

持分法による投資利益 10 45

雑収入 18 42

営業外収益合計 244 305

営業外費用   

支払利息 37 36

固定資産賃貸費用 42 43

固定資産除売却損 ※３ 33 ※３ 23

雑損失 4 20

営業外費用合計 117 123

経常利益 361 399

特別損失   

その他の投資評価損 － 4

減損損失 － ※４ 1

特別損失合計 － 6

税金等調整前四半期純利益 361 393

法人税等 134 143

四半期純利益 227 250

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 227 250
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

四半期純利益 227 250

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 187 698

繰延ヘッジ損益 11 6

退職給付に係る調整額 22 11

持分法適用会社に対する持分相当額 4 9

その他の包括利益合計 225 725

四半期包括利益 452 975

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 452 975

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 361 393

減価償却費 1,604 1,661

減損損失 － 1

賞与引当金の増減額（△は減少） △38 △71

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △50 △34

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 95 38

修繕引当金の増減額（△は減少） △66 29

受取利息及び受取配当金 △48 △61

支払利息 37 36

持分法による投資損益（△は益） △10 △45

固定資産除売却損益（△は益） △13 0

売上債権の増減額（△は増加） 469 805

リース投資資産の増減額（△は増加） △147 11

仕入債務の増減額（△は減少） △476 △386

その他 △158 △382

小計 1,559 1,997

利息及び配当金の受取額 48 61

利息の支払額 △36 △39

補償金の受取額 － 168

法人税等の支払額 △295 △321

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,276 1,866

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,238 △933

有形固定資産の売却による収入 81 65

投資有価証券の取得による支出 △16 △16

貸付けによる支出 － △20

貸付金の回収による収入 1 1

その他 0 △12

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,172 △916

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 65 △27

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △803 △820

セール・アンド・リースバックによる収入 1,144 646

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △132 △132

財務活動によるキャッシュ・フロー 274 △334

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 12

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 378 627

現金及び現金同等物の期首残高 2,311 2,856

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,690 ※ 3,483
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年（平成30年）2月16日）等を

第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税

金負債は固定負債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約および貸出コミットメン

ト契約を締結しております。当座貸越契約および貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

当座貸越極度額および貸出コミットメント

の総額
5,400百万円 5,400百万円

借入実行残高 180百万円 180百万円

差引額 5,220百万円 5,220百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

人件費 588百万円 627百万円

うち   

賞与引当金繰入額 76 87

役員賞与引当金繰入額 42 50

退職給付費用 23 24

 

※２　タンク車、タンクローリー、コンテナの売却益であります。

 

※３　タンク車、タンクローリー、コンテナ等の除売却損であります。

 

※４　減損損失

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上いたしました。

なお、前第２四半期連結累計期間については、該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

用途 種類 場所 金額（百万円）

遊休 土地 北海道美唄市 1

遊休 土地 静岡県裾野市 0

(減損損失を認識するに至った経緯)

　遊休状態にある資産について、回収可能価額が帳簿価額を下回ったため、減損損失を認識いたしました。

 

(資産のグルーピングの方法)

　当社グループでは、事業用資産については、管理会計上の区分により資産グルーピングを行っておりま

す。また、賃貸不動産および遊休資産については、各物件を資産グループとしております。

 

(回収可能価額の算定方法等)

　回収可能価額については、正味売却価額により測定しております。土地については、不動産鑑定評価基準

に基づく鑑定評価額等により算出しております。なお、重要性が乏しいものについては、固定資産税評価額

に合理的な調整を行って算出した金額を使用しております。また、その他の資産については、譲渡可能見込

額により算出しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

現金及び預金 2,690百万円 3,483百万円

現金及び現金同等物 2,690 3,483
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日

定時株主総会
普通株式 132 40.00 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年11月７日

取締役会
普通株式 132 40.00 2017年９月30日 2017年12月１日 利益剰余金

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 132 40.00 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月６日

取締役会
普通株式 132 40.00 2018年９月30日 2018年11月30日 利益剰余金

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 石油輸送
高圧ガス輸
送

化成品・コ
ンテナ輸送

その他
（注）１

計

売上高        

外部顧客への売上高 6,642 3,688 4,172 107 14,610 － 14,610

セグメント間の内部売

上高又は振替高
208 6 36 － 251 △251 －

計 6,850 3,694 4,208 107 14,861 △251 14,610

セグメント利益 17 86 83 46 234 － 234

（注）１　報告セグメントの「その他」は、太陽光発電事業であります。

（注）２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 石油輸送
高圧ガス輸
送

化成品・コ
ンテナ輸送

その他
（注）１

計

売上高        

外部顧客への売上高 7,415 3,909 4,114 106 15,546 － 15,546

セグメント間の内部売

上高又は振替高
231 2 47 － 281 △281 －

計 7,646 3,911 4,161 106 15,827 △281 15,546

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
260 △62 △30 50 218 － 218

（注）１　報告セグメントの「その他」は、太陽光発電事業であります。

（注）２　セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　各報告セグメントごとに配分していない全社資産において、遊休資産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額したことにより、１百万円の減損損失を計上しております。
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（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 68円86銭 75円59銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額 227百万円 250百万円

　普通株主に帰属しない金額 － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期　純利益金額
227百万円 250百万円

　普通株式の期中平均株式数 3,308,364株 3,308,371株

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　第102期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）中間配当については、2018年11月６日開催の取締役会におい

て、2018年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 132百万円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40円

③支払請求権の効力発生日および支払開始日　　　　2018年11月30日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年11月９日

日本石油輸送株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野　　村　　哲　　明　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 椎　　　名　　　　弘　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本石油輸送株

式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本石油輸送株式会社及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

日本石油輸送株式会社(E04327)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

